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〇令和２年１０月～１２月 菊川市・掛川市の小学校４
校にWEBを活用した防災教育を実施。

【浜松河川国道事務所】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

〇水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組の進捗率は、令和2年度時点で
100%に達成した。

〇令和2年度は、「防災教育の支援」、「要配慮者利用施設の避難確保計画作成
支援」、「排水作業準備計画の更新検討」、「対応行動整理表に基づく勉強会」
等に取り組んでいる。
〇今後、関係機関と連携を図り、支援方策を継続実施していく。

取組による効果

●コロナ禍におけるWEBを活用した取組みについて

・天竜川において危機管理型カメラを３基新たに設置。
・菊川においては危機管理型水位計１基、危機管理型カメラ１
０を新たに設置。
R３．３時点の設置台数
天竜川 危機管理型水位計 ６基

危機管理型カメラ ６基
菊 川 危機管理型水位計 １７基

危機管理型カメラ １０基

掛川市立佐束小学校 掛川市立大坂小学校

WEB画像

1
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある

●危機管理型水位計及びカメラ整備

危機管理型水位計 危機管理型カメラ



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ● ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 －

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ○ ○ ● ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
○ ○ ● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ○ ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
○ ○ ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
○ ○ ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ○ ○ ○ ○ ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ● ●

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
● ●

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
● ●

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 ● ●

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

○ ●

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ● ● ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
－ － － －

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 ○ ○ ● ● ●

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
－ － － －

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ － － －

25 水害危険性の周知促進 － － － －

26 広域避難体制の検討 －

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 － － － －

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
－

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ○ ○ ● ● ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
○ ○ ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
○ ○ ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
○ ○ ● ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
○ ○ ● ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ○ ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ● ● ●

38 浸水実績等の周知 －

39 マイ・タイムラインの推進 ○ ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
○ ○ ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
○ ○ ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ● ● ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ○ ○ ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
○ ● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
○ ○ ○ ○ ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
○ ● ● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
○ ○ ○ ○ ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 ○ ○ ● ● ●

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
○ ● ● ● ●

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － － － ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ － － ●

53 浸水被害軽減地区の検討 ○ ○ ○ ●

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 － ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 － － － －

56 河川管理の高度化の検討 ● ● ● ●

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
○ ○ ● ● ●

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 ○ ○ ● ● ●

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
○ ○ ● ● ●

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 ● ●

具体的取組進捗状況表

2

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

【静岡県 危機管理部】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

○自主防災体制の強化を図るため、自主防災指導員への
避難所運営などの情報提供を実施。
○学校での防災講和や、市町職員を対象とした気象防災WSの
実施による水災害の意識・知識向上を図った。
○避難行動判定フローやマイ・タイムラインの周知するため、
自主防災組織や市町職員への説明会等を実施。
○引き続き、住民避難の実効性を高める取組みを進めていく。

○避難行動判定フローとマイ・タイムラインによる意識向上

○防災講和や気象防災WSによる意識と知識の向上

↓

避
難
行
動
判
定
フ
ロ
ー
（
内
閣
府
）

↓

マ
イ
・
タ
イ
ム
ラ
イ
ン

・コロナ禍でも検討可能な、各家庭での避難行動判定フロー
の検討を依頼し、マイ･タイムライン検討への導入とした。

左上：オンラインでの地域防
災指導員を対象とした研修

右上：学校での防災講話

左下：市町職員を対象とした
気象防災WS

3
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ● ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 - - - - -

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 - - - - -

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ○ ○ ○ ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 - - - - -

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
● ● ● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ○ ○ ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
- - - - -

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
- - - - -

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 - - - - -

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 - - - - -

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
- - - - -

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
- - - - -

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 - - - - -

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

- - - - -

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ● ● ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 - - - - -

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
- ● ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 - - - - -

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
- ● ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 - - - - -

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
- - - - -

25 水害危険性の周知促進 - - - - -

26 広域避難体制の検討 - - - - -

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 - ● ● ● ●

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
● ● ● ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 - - - - -

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
● ● ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
〇 〇 ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
- - - - -

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ● ● ●

具体的取組進捗状況表

4

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 - - - - -

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 - - ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ● ● ●

38 浸水実績等の周知 - - - - -

39 マイ・タイムラインの推進 ○ ○ ○ ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活
動の実施

- - - - -

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ
ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施

○ ○ ○ ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 - - - - -

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 - - - - -

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
- - - - -

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
- - - - -

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
- - - - -

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
- - - - -

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 - - - - -

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
○ ● ● ● ●

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 - - - - -

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
- - - - -

53 浸水被害軽減地区の検討 - - - - -

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 - - - - -

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 - - - - -

56 河川管理の高度化の検討 - - - - -

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた
めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施

- - - - -

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 - - - - -

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス
テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討

- - - - -

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 - - - - -

具体的取組

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



●高齢者福祉施設の災害対応マニュアルの改訂
・「高齢者福祉施設における災害対応マニュアル」について、市町
担当課・連絡先等の修正を反映
・県が開催する「市町介護保険事業者指導担当者研修会」等で、施設
における非常災害対策に重点をおき、本マニュアルを活用

●WEBを活用した社会福祉施設等職員防災研修会
・施設職員の防災意識の向上や知識の習得を図り、施設の防災対策力
を高めることを目的とし、例年行っている施設職員向けの研修を動画で
配信
【研修内容】
要配慮者利用施設の避難訓練についての説明、地震防災アドバイザー
による講演 等

●社会福祉法人等の指導監査
・社会福祉法等に基づく指導監査において、防災管理体制や防災訓練
の実施状況をチェックリストを活用し、書面及び電話で確認、指導

●避難行動要支援者の避難支援対策等に係る意見交換会
・危機管理部、交通基盤部と連携して、市町防災、福祉担当職員に
対して意見交換会を実施

○水防災意識社会再構築ビジョンに基づく当課対象の取組「施設管理者等への理
解促進」、「避難確保計画の作成促進」 について、社会福祉法人等の指導監査や
社会福祉施設等職員防災研修会を通じて令和２年度末時点で継続実施をしてい
る。
○引き続き、当課対象の取組を継続するとともに、関係機関と連携を図り、支援方
策を継続実施していく。

取組による効果

【静岡県 健康福祉部 政策管理局】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

5
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



6

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 － － － － －

2 ホットライン体制の構築及び検証 － － － － －

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 － － － － －

4 河川管理者等からの情報提供 － － － － －

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 － － － － －

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定 　 　 　 　 　

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 － － － － －

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 － － － － －

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
－ － － － －

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 － － － － －

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
－ － － － －

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
－ － － － －

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 － － － － －

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 － － － － －

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ － － － －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの
改善

－ － － － －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － － － － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ － － － －

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ● ● ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
● ● ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 － － － － －

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
－ － － － －

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ － － － －

25 水害危険性の周知促進 － － － － －

26 広域避難体制の検討 － － － － －

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 － － － － －

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・
活動の支援

－ － － － －

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 － － － － －

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支
援体制の構築

－ － － － －

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
－ － － － －

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
－ － － － －

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
－ － － － －

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 － － － － －

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 － － － － －

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 － － － － －

37 住民向けの防災情報発信の充実 － － － － －

38 浸水実績等の周知 － － － － －

39 マイ・タイムラインの推進 － － － － －

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
－ － － － －

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
－ － － － －

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組 　 　 　 　 　

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 － － － － －

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 － － － － －

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 － － － － －

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
－ － － － －

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の
実施

－ － － － －

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
－ － － － －

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
－ － － － －

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － － － － －

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ － － － －

53 浸水被害軽減地区の検討 － － － － －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 － － － － －

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 － － － － －

56 河川管理の高度化の検討 － － － － －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 － － － － －

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
－ － － － －

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － － － － －

具体的取組

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある

進捗状況表



取組による効果

【静岡県 交通基盤部 河川砂防局 河川企画課】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

水害リスク情報等の共有に向けた取組として洪水浸水想定区域図及び氾濫推定
図の作成を行っている。また、市町職員を対象としたマイ・タイムライン研修会を開
催した。
水災害教育の充実に関する取組として、コロナ禍においても住民に豪雨災害に
対する危機意識を持ち続けて頂くため、「事前に備える防災講座」をユーチューブ
の県公式チャンネルで公表した。

・氾濫推定図（洪水浸水が想定される範囲を示す図面）を作成予定
氾濫推定図の作成により、住民に浸水リスクを周知するとともに市町が
作成するハザードマップへの反映を促していく。
（袋井土木管内66河川、浜松土木管内13河川）

・マイ・タイムライン研修会（市町職員対象）の開催
（令和３年２月４日開催）

内容︓洪水浸水想定区域図や洪水ハザードマップを
活用したマイ・タイムライン作成

会場︓WEB会議形式

・コロナ禍における防災対策「事前に備える防災講座」
新型コロナウイルス禍においても住民に豪雨災害に対する危機意識
を持ち続けて頂くため、「事前に備える防災講座」を年度内に７本、
ユーチューブの県公式チャンネルで公表した。

研修会の様子

防災講座① 防災講座⑥

氾濫推定図（イメージ）

7
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 - - - - -

2 ホットライン体制の構築及び検証 - - - - -

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 - - - - -

4 河川管理者等からの情報提供 - - - - -

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 - - - - -

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 - - - - -

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 - - - - -

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
- - - - -

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 - - - - -

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
- - - - -

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係
機関との情報ネットワーク）の改善

- - - - -

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 - - - - -

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 - - - - -

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ
周知

● ● ● ● ●

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの
改善

- - - - ○

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 ○ ○ ○ ● ●

17
浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点
病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情
報伝達体制・方法について検討

- - - - -

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 - - - - -

19 施設管理者等への理解促進 - - - - -

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計
画に基づく避難訓練の実施

- - - - -

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 ○ ● ● ● ●

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水
想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施

- - - - -

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 - - - - -

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
- - - - -

25 水害危険性の周知促進 ○ ○ 〇 ● ●

26 広域避難体制の検討 - - - - -

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 - - - - -

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
- - - - -

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 - - - - -

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
- - - - -

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク
ショップ等）

- - - - -

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周
知するための啓発資料の作成

○ ○ ○ ○ ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場
でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成

- - - - -

具体的取組進捗状況表

8

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 - - - - -

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 - - - - -

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 - - - - -

37 住民向けの防災情報発信の充実 - - - - -

38 浸水実績等の周知 - - - - -

39 マイ・タイムラインの推進 ○ ○ ● ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活
動の実施

- - - - -

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ
ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施

- - - - -

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 - - - - -

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 - - - - -

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 - - - - -

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の
実施

- - - - -

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の
実施

- - - - -

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ
する資料を作成するなど普及啓発活動の実施

- - - - -

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理
と共有

- - - - -

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 - - - - -

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓
練を実施

- - - - -

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 - - - - -

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策
の推進

- - - - -

53 浸水被害軽減地区の検討 - - - - -

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 - - - - -

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた
めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施

- - - - -

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 - - - - -

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス
テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討

- - - - -

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 - - - - ●

具体的取組

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

〇風水害や土砂災害の恐ろしさを知ってもらうため、河川砂防局の若
手職員が制作した動画を「YouTube（ユーチューブ）」にて公開

【静岡県 交通基盤部 河川砂防局 土木防災課】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

〇水防災意識社会再構築ビジョンに基づく当課対象の取組の進捗率は、令和２年
度末時点で全項目で着手している。

〇令和２年度は、「要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援」、「サイポスレー
ダーの充実」、「不動産関係団体の研修会等の場における水害リスク情報の解
説」等に取り組んでいる。

〇引き続き、当課対象の取組を継続するとともに、関係機関と連携を図り、支援方
策を継続実施していく。

〇雨量・水位の観測情報、河川監視カメラの画像等を公開するサイ
ポスレーダーに、気象庁における危険度分布を登載し、県内河川の
水害リスクの高まりとして点情報に加え線情報も表示し提供する。
【対象河川が２倍以上へ増加】

●コロナ禍におけるWEBを活用した取組

●サイポスレーダーの充実に係る取組

土木防災課制作動画（出演：新規採用職員）

【 現状 】
水位計データ提供：201河
川

【 改良後 】
水位情報の提供：４１３河川

※R3.1時点イメージ
9

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 － － － － －

2 ホットライン体制の構築及び検証 － － － － －

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 － － － － －

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 － － － － －

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 － － － － －

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
－ － － － －

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 － － － － －

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
－ － － － －

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
－ － － － －

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 － － － － －

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 － － － － －

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ － － － －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ － － － －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － － － － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ － － － －

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ● ● ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 － － － － －

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
● ● ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 ○ ● ● ● ●

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ● ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 ○ ● ● ● ●

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
○ ● ● ● ●

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 － － － － －

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 － － － － －

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
－ － － － －

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ● ● ● ● ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
－ － － － －

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
－ － － － －

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
○ ○ ○ ○ ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
－ － － － －

具体的取組進捗状況表

10

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 － － － － －

37 住民向けの防災情報発信の充実 － － － － －

38 浸水実績等の周知 － － － － －

39 マイ・タイムラインの推進 － － － － －

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
● ● ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ○ ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 － － － － －

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 － － － － －

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
－ － － － －

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
－ － － － －

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
－ － － － －

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
－ － ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － － － － －

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ － － － －

53 浸水被害軽減地区の検討 － － － － －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 － － － － －

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 － － － － －

56 河川管理の高度化の検討 － － － － －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 ● ● ● ● ●

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
－ － － － －

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － － － － －

具体的取組



【静岡県 袋井土木事務所】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

〇水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組の進捗率は、令和2年度時点で
約94%達成した。

〇河川監視用カメラを10基設置し、河川監視体制を強化した。（令和２年度は７基）
〇河川内の堆積土砂の撤去や樹木伐採等により、流下能力を向上させた。
〇危機管理型ハード対策として堤防天端を実施し、粘り強い堤防化を実施した。

取組による効果

○水位周知河川に指定されていない河川での取組

●危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備
【実施内容】

・水位計が設置されている箇所で監視カメラが設置されていない１
０箇所にカメラを整備し河川監視体制を強化した。（令和２年度は
７箇所）

○河川における機能の確保

○施設能力を上回る洪水への対応

●河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全
【実施内容】
・３か年緊急対策事業により、優先的に掘削が必要な10河川にお
いて約21万m3の土砂撤去や伐木を行うことで河川の通水断面を
確保し、治水安全度を向上することができた。（令和２年度は約３
万m3）

●天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
【実施内容】
・３か年緊急対策事業により、水防法に指定されている2河川の築
堤未舗装箇所約9kmにおいて天端舗装を実施し、河川が洪水氾
濫した場合の越水による決壊までの時間を引き延ばすことで粘り
強い堤防化を推進することができた。（令和２年度は約４km） 11

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ○ ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ○ ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ○ ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 - - - - -

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ○ ● ● ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
- - - - -

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ○ ○ ○ ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
○ ○ ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ○ ○ ○ ○ ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ● ●

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
● ● ● ● ●

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
○ ○

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 ● ●

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

○ ● ● ● ●

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 - - - - -

19 施設管理者等への理解促進 ○ ○ ○ ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
● ● ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 ○ ● ● ● ●

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ● ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 ○ ○ ● ● ●

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
○ ● ● ● ●

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ○ ○ ○ ○ ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 ○ 〇 〇 ● ●

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
- - - - -

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 - - - - -

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
○ ● ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
○ ● ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
- - - - -

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
- - - - -

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ○ ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ○ ● ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 - - - - -

38 浸水実績等の周知 ● ● ● ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 - - - - -

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
● ● ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
- - - - -

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ○ ○ ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ● ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
● ● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
○ ● ● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
○ ● ● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
● ● ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 ○ ● ● ● ●

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
○ ● ● ● ●

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 ● ● ● ● ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
● ● ● ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 ○ ○ ○ ○ ○

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 ○ ● ●

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
○ ○ ● ● ●

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 ○ ○ ● ● ●

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
- - - - -

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 - - - - ●

具体的取組進捗状況表

12

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



【静岡県 浜松土木事務所】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

取組による効果〇水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組の進捗率は、令和2年度末時点で
100%に達成した。

〇令和2年度は、「出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の
充実」、「想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成」、「河川管理の
高度化の検討」 等を実施した。

〇今後、関係機関と連携を図り、住民避難にかかる支援方策を継続実施していく。

住民自らが水害の危険性に緊迫感をもち、いざというときの我が事として命
を守る避難行動に結びつくよう、災害リスク情報等を丁寧に伝え、水害の理
解を深める水防災講座を開催した。

水害リスクの「見える化」を工夫地元住民と共に水害リスクを知り 避難を考える

令和3年3月、新たに浜松市天竜区の3河川（気田川、二俣川、水窪川）を水
位周知河川に指定し、同市内10河川において氾濫危険水位等の水位情報を
提供する体制を構築した。（令和3年4月、同河川における洪水浸水想定区域を公表）

水害の危険性や進み方を分かりやすく説明

13
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある

既指定河川

令和3年3月指定河川

浜松市（天竜区以外） 浜松市（天竜区）



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ○ ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ○ ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ○ ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 - - - - -

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ○ ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ● ● ● ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
- - - - -

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ○ ○ ○ ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
○ ○ ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ○ ○ ○ ● ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ● ●

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
○ ○ ○ ○ ●

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
- - - - -

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 ● ●

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

● ● ● ●

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 - - - - -

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
● ● ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 ○ ● ● ● ●

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ● ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 ○ ○ ○ ● ●

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
● ● ● ●

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ○ ● ● ● ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 ○ 〇 ● ● ●

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
- - - - -

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 - - - - -

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
○ ○ ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
○ ○ ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
- - - － －

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
- - - - -

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ○ ○ ○ ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ○ ○ ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 - - - - -

38 浸水実績等の周知 ● ● ● ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 - - - - -

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
● ● ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
- - - - -

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ○ ○ ○ ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ● ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
● ● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
○ ○ ○ ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
● ● ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 ● ● ● ●

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
○ ● ● ● ●

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 ● ● ● ● ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
● ● ● ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 ○ ○ ○ ●

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 ○ ○ ●

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
● ● ● ● ●

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 ● ● ●

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
○ ○ ○ ○ ●

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 ●

具体的取組進捗状況表

14

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

【静岡地方気象台】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

〇水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組の進捗率は、令和2年度時点で
100%に達成した。

〇令和2年度も引き続き、「防災教育の支援」、「関係機関とのワークショップの実
施」等に取り組んでいる。

〇今後も、関係機関と連携を図り、支援方策を継続実施していく。
〇６月２６日 浜松市立曳馬中学校におけるWSの実施

〇１０月１５日 西部地域の市町担当者におけるWSの実施

15
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ○ ○ ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ● ● ●

38 浸水実績等の周知 －

39 マイ・タイムラインの推進 －

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
○ ○ ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 － － － －

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 －

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
－ －

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
－ －

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
－ －

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
－ － － －

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － － － －

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ － － －

53 浸水被害軽減地区の検討 －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 － － － －

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 － － － －

56 河川管理の高度化の検討 －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 － －

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
－

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 －

具体的取組H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 － － － － －

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 － － － － －

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
－ － － － －

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 － － － － －

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
● ● ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 － － － － －

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 － － － － －

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ － － － －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ － － － －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ －

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 〇 〇 ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 〇 〇 ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
－ － － －

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 － － － －

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
－ － － －

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ － － －

25 水害危険性の周知促進 － － ● ●

26 広域避難体制の検討 － －

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 － － ● ●

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ● ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
○ ● ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
● ● ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
○ ● ● ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
○ ○ ● ● ●

具体的取組進捗状況表
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※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

【電源開発株式会社】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

〇天竜川水系ダム放流説明会を２年に１回開催し、ダムの設備概要、ダム放流の
概要、ダム放流時の連絡先等を関係機関への周知する取り組みを継続。
〇秋葉ダム下流の西川地区において、防水門扉操作・排水設備操作の実働訓
練を毎年１回継続実施していく。
〇国土交通省の要請に基づき、既設ダムの治水活用に可能な範囲で協力を行う。

※電源開発株式会社はR1年度から協議会に参画

○関係機関が連携した実働水防訓練の実施
●秋葉ダム下流の西川地区において、防水門扉操作・排水設備操作の実
働訓練を毎年１回実施。
＜令和元年度実績＞
実施日：令和２年８月２８日（金）
参加者：龍山協働センター、地元住民、J-POWERグループ社員

（西川地区防災訓練）

○住民の避難行動につながるダム放流情報等の提供

●天竜川水系（佐久間ダム・秋葉ダム・船明ダム）のダム諸量データを川
の防災情報上で公開（継続）。

○ダムの柔軟な運用への協力
●国土交通省の要請に基づき、天竜川水系ダム管理連絡調整協議会に
参画し、既設ダムの治水活用に可能な範囲で協力していく。

17
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 － －

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 － －

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 － －

37 住民向けの防災情報発信の充実 － －

38 浸水実績等の周知 － －

39 マイ・タイムラインの推進 － －

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
－ －

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
－ －

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 － －

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 － －

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
－ －

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
－ －

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
－ －

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
－ －

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － －

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ －

53 浸水被害軽減地区の検討 － －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 － －

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 － －

56 河川管理の高度化の検討 － －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 － －

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
－ －

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 ○ ●

具体的取組H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 － －

2 ホットライン体制の構築及び検証 － －

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 － －

4 河川管理者等からの情報提供 － －

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 － －

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 － －

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 － －

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
－ －

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 － －

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
－ －

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
－ －

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 － －

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 － －

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ －

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 － －

19 施設管理者等への理解促進 － －

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
－ －

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 － －

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
－ －

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ －

25 水害危険性の周知促進 － －

26 広域避難体制の検討 － －

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 － －

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
－ －

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 － －

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
－ －

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
－ －

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
－ －

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
－ －

具体的取組進捗状況表

18

※電源開発株式会社はR1年度から協議会に参画
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



【浜松市】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

○水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組の進捗率は、令和2年度時点で
100％に達成している。
○令和元年度に「浜松市総合雨水対策計画」を策定し、効果的かつ戦略的な浸水
対策を推進している。
○今後も関係機関と連携を図り、取組を継続していく。

取組による効果

○流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対
策の推進

○避難行動を促す取り組み

●「浜松市総合雨水対策計画」に基づき、効果的かつ戦略的な浸水
対策を推進。

● GISを活用した「浜松市防災マップ」のレイヤーに浸水実績図（平
成4年から令和元年8月の間に報告された浸水区域）を追加し、防
災講座等での周知・啓発を図った。

浜松市
防災マップ画面

19
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある

浜松市総合雨水対策計画の重点エリア

「浜松市総合雨水対策計画」
令和元年度策定

【計画に基づいた対策】
①高塚川エリア
浚渫工事



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ○ ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ○ ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ● ● ● ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
● ● ● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ● ● ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
○ ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ● ● ● ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ● ●

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

● ●

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ○ ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
○ ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 活用 活用 活用

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ○ ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － ●

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
● ● ● ●

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
● ● ● ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ● ● ● ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
● ● ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
● ● ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
● ● ● ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ● ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ○ ○ ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ● ● ●

38 浸水実績等の周知 ● ● ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
● ● ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ● ● ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ● ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
● ● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
● ● ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 ● ● ● ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
● ● ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 ○ ○ ○ ●

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 ○ ● ● ●

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
○ ● ● ●

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 ● ● ●

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
● ● ● ● ●

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － ●

具体的取組進捗状況表

20

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

【磐田市】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

○該当事案がある水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組の、進捗率は令和
2年度時点で、100％に達成した。
○令和2年度は「水災害教育の充実」「円滑で確実な避難に資する情報発信」「地
域での継続的な実施に向けた取り組み」等に取り組んでいる。
○引き続き関係各課と連携を図り、大規模減災対策を継続実施していく。

○水災害教育の充実

●マイタイムライン作成講座等の実施

自治会役員や市民団体に対してマイタイムライン作成講座等を全
11回延べ265人に対し実施した。

○円滑で確実な避難に資する情報発信

●避難情報を「いわたホッとラインポルトガル語版」で配信

台風、洪水及び土砂災害による避難情報を登録制メール「いわた
ホッとラインポルトガル語版」で配信を開始した。

配信用テンプレートを作成して通訳者がいない時間帯でも配信する
ことを可能とした。令和２年度は対象とする災害が発生しなかったた
め実災害での配信実績なし。

密集を避けるため一部オンライン会議を活用 教材として逃げキッドを使用

○地域での継続的な実施に向けた取り組み

●磐田市水防演習の新たな取
組 新型コロナウイルス感染症
対策として、会場集合型訓練を
中止し市民への水防啓発を目的
に、家庭でできる簡易水防工法
動画を市公式ウェブサイトで公
開した。

21
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ● ● ● ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
○ ○ ● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ● ● ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ● ● ● ● ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ● ● ●

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ －

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ○ ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
○ ○ ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 活用 活用 活用

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ○ ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 ○ － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
○ － － － －

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ○ ● ● ● ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
○ ● ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ○ ○ ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
● ● ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
● ● ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
● ● ● ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ● ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ● ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ●

38 浸水実績等の周知 ○ ○ ● ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 ○ ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
○ ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ● ● ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ● ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
● ● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
● ● ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 ● ● ● ● ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
● ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 ○ ○ ●

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ○ ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ○ ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 － － ●

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 〇 ● ●

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
○ ● ● ●

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － ●

具体的取組進捗状況表
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※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

【掛川市】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

〇水防災意識社会再構築ビジョンに基づく取組の進捗率は、令和２年度時点で
100％に達成した。
〇令和２年度は、コロナ禍の中、出前講座や各種研修会が制限され、今後の取組
み方法に課題が課された年である。今後も、関係機関と連携を図り、効果的な方
策を講じていく。

〇令和２年８月 重要水防箇所合同巡視。

〇令和２年６月 消防団が水防工法訓練を実施。

〇令和２年１１月、１２月 防災リーダー養成講座（初
級編）を実施。

23
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ○ ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ○ ● ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ○ ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ○ ● ● ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
○ ● ● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ○ ● ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
○ ● ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
○ ● ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ● ● ● ● ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ● ● ●

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ －

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ○ ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ○ ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 活用 活用 活用

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ － － － －

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
● ● ● ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ● ● ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
● ● ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
● ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
● ● ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ● ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ●

38 浸水実績等の周知 ● ● ● ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 ● ● ● ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
○ ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ● ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
● ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － － － －

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
● ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 ○ ○ ●

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 ● ● ●

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 〇 ● ●

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
○ ● ● ●

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － －

具体的取組進捗状況表

24

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

【袋井市】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

○各取組について、該当する13項目中10項目で、令和２年度までに進捗率100％
を達成している。
○令和２年度は「マイタイムライン研修会の実施」、「住民と協働した土のう作成・設
置訓練の実施」、「災害対応支援システムの導入」等に取り組んだ。
○今後、周辺市町の取組状況等を参考にしつつ、進捗率100％達成を目指し、各
種取組を推進していく。

○住民と協働した土のう作成・設置訓練の実施
令和２年８月30日 常襲冠水地域において、総合防災訓練時に、行政と
住民、消防団が協働し、土のう作成・設置訓練を実施。

土のう作成訓練 土のう設置訓練

○地域における「マイ・タイムライン研修会」の実施
市ハザードマップを用いて、居住地の水害リスクを再認識すると同時に、
「逃げキッド」を活用して、水害時における避難行動を確認することで、事
前避難について啓発。

○災害対応支援システムの導入
災害対応にあたる職員全員が、被害情報を収集・共有が一元化され、
水害対応においても浸水箇所の把
握や被害状況などを迅速に収集・
共有化することができ、早期の対策
立案が可能となる。

25
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ○ ○ ○ ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ● ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ○ ○ ○

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ● ● ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 - － － － ○

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ － － － ○

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ － － － －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － － － － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ － ● ● ●

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ○ ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
○ ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 - - 活用 活用 活用

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ○ ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － ● ● ●

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
●

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
● ● ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ○ ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
○ ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ●

38 浸水実績等の周知 ● ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ○ ○ ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
○ ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
○ ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － ̶ ̶ ̶

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ ̶ ̶ ̶

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － ● ● ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
● ● ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 － － － －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 〇 ○ ○

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 〇 ○ ○

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
● ● ●

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － －

具体的取組進捗状況表

26

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある

－



取組による効果

【湖西市】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、予定通り取り組みが出
来ないなか、特に感染症対策に配慮した訓練を実施することで、防災意識を向上さ
せることが出来た。主な取り組みは次のとおり。
○避難行動を促す取組
○要配慮者施設における確実な避難に向けた取組
○地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

◆新型コロナウイルス感染症対策に配慮した訓練の実施。

○地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

●（継続）水防訓練の実施

○避難行動を促す取組

段ボールパーティション設置 県防災アプリ活用

チェーンソー訓練 土嚢積み訓練

○要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

●（継続）土砂災害警戒区域内にある要配慮者施設の避難確保
計画の作成支援

●（新規）避難確保計画に基づく避難訓練の実施

規律訓練

●（継続）土砂災害警戒区域での避難情報伝達訓練及び避難所運営
訓練

27
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 － － － －

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ● ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 － － － －

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 － － － －

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
－ － － －

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ○ ○ ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
○ ○ ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
● ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 － － － ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 － -

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ -

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ -

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － -

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ -

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ○ ○ ●

19 施設管理者等への理解促進 ○ ○ ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
○ ○ ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 － － － －

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
－ － － －

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
○ ● ● ●

25 水害危険性の周知促進 ○ ○ ●

26 広域避難体制の検討 ● ● ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
○ ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
○ ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
○ ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
○ ○ ○

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
○ ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ● ● ● ●

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ○ ○ ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ○ ○ ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ● ●

38 浸水実績等の周知 ○ ○ ○ ○

39 マイ・タイムラインの推進 ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
○ ○ ○

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ● ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 － － － －

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
● ● ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － － － －

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ － － －

53 浸水被害軽減地区の検討 － － － －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 － － － －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 － － － －

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
－ － － －

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － －

具体的取組進捗状況表
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※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



【御前崎市】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

○現状、御前崎市においては、水位周知河川等に指定されるような水害の危険性
が高い河川がないため、取り組みとしては災害全般についての取り組みの中ででき
ることを進めた。
○今後は、新野川が水位周知河川となるため、併せて関係機関と連携し、検討を
進めていく。

取組による効果

地震や津波等の総合的な災害に対応するため、防災用品の購入
費等に対して補助を行い、防災意識及び自助の意識の高揚をは図っ
た。
例年行っている、備蓄物に関するアンケート
では、令和２年度までで、３日以内の物資を
備蓄している一般家庭は、５０％を超えた。
今後も引き続き自助意識の向上を図るた
め、補助等を行い、水防含めた、様々な災害
に対しての防災意識の向上を図っていく。

防災用品購入費補助金始めました！

家庭における非常持出し品・備蓄品は、非常持出し袋などに入れて、

いつでも持ち出せる場所に置きましょう。

「わが家の非常持出しリスト」を作成し、定期的に点検を行いましょう。

用意したものは是非この機会に補助金を利用して、家庭内の備蓄を

始めましょう !!

※以下の図は一例になります。○は必ずご購入ください。 ３年以上保存ができるもの

※季節に応じたジャンパー等の上着は対象外とします。

補助額

　総額の３分の２で上限７，０００円

対象者

　ただし、５人以上の世帯については２回目の
　申請ができます。

　御前崎市に住民登録がある世帯で
　１世帯につき１度限りの申請となります。

　総額の３分の２で上限１０，０００円

 　御前崎市公共料金や市税に滞納がある場合は補助対象となりませんのでご注意ください。

御前崎市防災用品購入費補助金

申請方法につきましては、裏面をご覧ください。

地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の
場でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成のため、 県主催の
講座や各団体が実施する養成講座等への参加を促し、防災リーダー
等の育成を図った。
また、各自治会や小学校等においても防災訓練の説明会や各種集
会、防災講演等の中で、災害対策等の話と合わせて水防等について
話を行い、自治会における意識の向上や市民の水防知識の取得を
図った。

29
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ○ ○ ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 － － － －

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 － － － －

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
－ － － －

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
○ ○ ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ○ ○ ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 － －

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

－ －

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ● ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
○ ○ ○ ○ ○

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 － － － －

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
－ － － －

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 ● ● ● ●

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ － － ○

25 水害危険性の周知促進 ○ ○ ○ ○

26 広域避難体制の検討 ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
○ ○ ○

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ○ ○ ○

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
○ ○ ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
○ ○ ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
－ － － －

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ●

具体的取組進捗状況表

30

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 ○ ○ ○ ○

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ●

38 浸水実績等の周知 ○ ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ○ ○ ○ ○

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ○ ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ○ ○ ○

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
○ ○ ○

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
○ ○ ○

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
○ ○ ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － ̶ ̶ ̶

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓
練を実施

－ ̶ ̶ ̶

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 ● ● ● ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
● ● ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 － － － －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 － － － －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 － － － －

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
－ － － －

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － －

具体的取組

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



取組による効果

【菊川市】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

菊川市における令和２年度の主な取組の進捗
・国土交通省と菊川下内田地区河川防災ステーションを建設
・想定最大規模に対応したハザードマップを作成
・要配慮者利用施設における避難確保計画作成
・住民の逃げ遅れを防ぐためのマイタイムラインの啓発活動を実施
・菊川流域治水協議会へ参画

１ 菊川下内田地区河川防災ステーション
迅速かつ円滑に災害
復旧活動を行うための
拠点となる施設を国土
交通省と共同で建設しま
した。
今後の水防活動の充実
を図ります。

２ 想定最大規模に対応したハザードマップ
1,000年に１回程度の大雨を想定したハザードマップを作成しました。
作成したハザードマップは令和３年度に住民への配布、出前行政講
座等で活用し、啓発を行います。

３ 要配慮者利用施設における避難確保計画

対象事業所であるすべての要配慮者利用施設に対して、説明会等
を実施し、水害及び土砂災害に関する避難確保計画の作成を促し、
100％の提出率となりました。今後、要配慮者の避難に活用させます。

４ 住民の逃げ遅れを防ぐための啓発活動

水害から命を守るパンフレットを作成し、全戸配布しました。内容と
して、記述式のマイタイムラインにより、逃げ遅れがないように啓発し
ました。

５ 菊川流域治水協議会への参画

国・県等の関係機関が含まれる同協議会へ参画し、特に令和元年
台風19号で被害が大きかった流域をリーディング地区としたプロジェ
クトの策定を進めており、水害等による被害軽減を図ります。

31
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ○ ○ ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ● ● ● ● ●

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ● ● ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
● ● ● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 ● ● ● ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
● ● ● ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
● ● ● ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ● ● ● ● ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ● ● ●

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

● ●

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ○ ○ ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
○ ○ ○ ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 活用

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ○ ○ ○ ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ － － － －

25 水害危険性の周知促進 ● ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ○ ○ ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
● ● ● ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 ● ● ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
● ● ● ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
● ● ● ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
● ● ● ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ● ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 － － － －

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ● ● ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 ● ● ●

37 住民向けの防災情報発信の充実 ● ● ●

38 浸水実績等の周知 ○ ○ ● ● ●

39 マイ・タイムラインの推進 ● ●

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
● ● ● ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
● ● ● ● ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ● ● ● ● ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 ● ● ● ● ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
● ● ● ● ●

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
○ ○ ● ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 ○ ○ ● ●

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ － ● ●

53 浸水被害軽減地区の検討 ○ ○ ●

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 － － － －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 － － － －

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
○ ● ● ●

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － －

具体的取組進捗状況表
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※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



消防団新幹部教養訓練

水防対応を含め、町の災害対応を
担う消防団新幹部の教養訓練
令和２年度の体制確立のため様々
な講習が行われた

７月３１日三倉小学校
地震や風水害に関する児童
の避難訓練等を実施

８月２１日避難所運営訓練
秋の台風シーズンを控え、避難
運営に携わる町職員を対象とし
た訓練を実施。新型コロナウイ
ルス感染症対策の資機材説明
や町ガイドラインを説明

１０月２１日
遠江総合高校の年間を通した
体験学習の一環として防災講
話、防災資機材の見学等実施
し、防災に関する関心が高めら
れている

取組による効果

【森町】 取組の進捗と効果の紹介

取組の進捗率

○新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、例年どおり実施できなかった訓練
等の活動が制限された一年だった。
○令和２年度の主な防災対策としては新型コロナウイルス感染症を踏まえた町の
避難所運営ガイドラインを策定し、これについての地元代表への説明会やコロナ
対策資機材の導入を実施。
○令和3年1月に森町国土強靱化地域計画の策定を行った。

33
※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある



H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

①水害リスク情報の共有による確実な避難の確保

■確実な避難勧告の発令に向けた取組

1 避難勧告等発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検 ● ● ● ●

2 ホットライン体制の構築及び検証 ● ● ● ● ●

3 ホットラインや洪水対応演習等の情報伝達訓練の充実 ● ● ● ● ●

4 河川管理者等からの情報提供 ● ● ● ●

5 避難勧告等発令の判断、伝達マニュアルの検証 ○ ○ ● ● ●

■ 避難指示などを計画的に関係者が取り組むための事前行動計画等の策定

6 タイムラインの導入の推進及び訓練による検証 ○ ○ ○ ○ ○

7 職員の誰もが水害対応できるチェックリストの作成 ● ●

8
想定最大規模の外力を対象とした洪水浸水想定区域図に伴う、洪水

避難場所、退避場所及び避難経路の検討・整備の実施
● ● ●

9 情報伝達手段の多元化、通信機器の更新 〇 ● ●

10
確実かつ迅速な情報の提供と地域住民に避難の切迫性が確実に伝

わる情報を提供
〇 ● ●

11
きめ細やかな情報連絡・情報共有を密にするための情報連絡室（関係

機関との情報ネットワーク）の改善
〇 ● ●

12 避難を行う住民代表との避難に関する意見交換会の実施 ● ●

13 対応行動整理表によるタイムラインの拡充 ○ ○

14
ダムや堰・樋門等の機能や効果、操作に関する情報を流域住民等へ

周知
－ －

15
住民の避難行動につながるダム放流情報の改善や通知タイミングの

改善
－ －

16 浸水想定区域図を浸水ナビへ実装 － －

17

浸水想定区域内の災害対策拠点である市町・県・国庁舎や災害拠点

病院等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情

報伝達体制・方法について検討

● ●

■要配慮者施設における確実な避難に向けた取組

1)施設管理者等への理解促進

18 要配慮者利用施設の管理者を対象とした防災情報等の提供 ● ● ● ●

19 施設管理者等への理解促進 ● ● ●

2)避難確保計画の作成促進

20
確実な避難体制の確保のための避難確保計画の作成、避難確保計

画に基づく避難訓練の実施
○ ○ ● ● ●

■水害リスク情報等の共有に向けた取組

1)洪水予報河川、水位周知河川における取組

21 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成 活用 活用 活用

22
洪水浸水想定区域図(想定最大規模)、高潮浸水想定区域、内水浸水

想定区域等を基にした洪水ハザードマップの作成・周知の実施
○ ○ ● ● ●

2)水位周知河川に指定されていない河川での取組

23 水位周知河川の拡大の検討 － － － －

24
危機管理型水位計・河川監視用カメラ配置計画の整備及び見直しの

実施
－ － － － ●

25 水害危険性の周知促進 ● ● ●

26 広域避難体制の検討 ●

27 県から市町への情報収集要員（リエゾン）の派遣の検討 活用 活用 活用 活用

■自主防災体制の強化

28
自主防災会が継続的かつ適切に運営されるための情報提供や体制・

活動の支援
〇 ● ●

29 水害リスクが高い区間などに関する情報提供と説明会の開催 〇 ● ●

■水災害教育の充実

30
学校などと連携した洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の拡充・支

援体制の構築
〇 ● ●

31
関係機関と協力・連携した普及啓発活動の実施（出前講座、ワーク

ショップ等）
〇 ● ●

32
効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ情報や、浸水リスクを周

知するための啓発資料の作成
● ● ●

33
地域における災害時の応急活動・マネジメントや平時の防災訓練の場

でのリーダーとなる防災リーダー・講師の育成
● ● ●

具体的取組

○：実施予定　●：実施中・実施済　－：検討不要　ｸﾞﾚｰ：今後要検討

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

■避難行動を促す取組

34 雨量や水位に係るリアルタイム情報の提供 － － － － －

35 出前講座等を活用した住民向けの防災情報の説明会・訓練の充実 ○ ○ ● ● ●

36 防災教育に向けた指導計画の促進・支援体制の構築 〇

37 住民向けの防災情報発信の充実 〇 ● ●

38 浸水実績等の周知 － － － － －

39 マイ・タイムラインの推進 〇

■ 円滑で確実な避難に資する情報発信

40
水害時の情報入手のしやすさ・分かりやすさを支援するための広報活

動の実施
〇 ○ ●

41
住民の避難行動を促すためのスマートフォン等を活用したリアルタイ

ム情報の提供やプッシュ型情報の発信・普及活動の実施
〇 ○ ●

②洪水氾濫による被害軽減のための水防活動・排水活動等の取組

■地域での水防活動の継続的な実施に向けた取組

42 水防訓練や水防演習等の実施による水防団等との連携 ● ● ● ● ●

43 水防活動や緊急復旧活動に活用する資材の充実の検討 ○ ○ ○ ○ ●

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施 〇 ○ ●

45
水防団や地域住民が参加する、水害リスクの高い箇所の共同点検の

実施
〇 ○ ○

46
水防団員に対しての教育・訓練（水防工法の伝承、安全教育など）の

実施
● ● ●

47
水防団員確保に向けて、自治会への説明会や水防団の重要性をＰＲ

する資料を作成するなど普及啓発活動の実施
● ● ●

■氾濫水を迅速に排水するための取組

48
地域が有するポンプ等（消防や建設会社）の活用に向けた情報の整理

と共有
○ ○ ○ ●

49 氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画の策定 － － － －

50
排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓

練を実施
－ － － －

■流域の市町と河川管理者が一体となった総合的な治水対策の推進

51 河川整備計画等に基づく治水対策の着実な推進 － － － －

52
ため池や水田など流域の貯留機能の保全、確保などの流出抑制対策

の推進
－ － － －

53 浸水被害軽減地区の検討 － － － －

■河川における機能の確保

54 河川内の堆積土砂撤去や樹木伐採等による流下能力の保全 ● ● ● ●

55 樋門・樋管等の施設の運用体制の確保 ● ● ● ●

56 河川管理の高度化の検討 － － － －

■施設能力を上回る洪水への対応

57
優先的に対策が必要な河道掘削などの洪水を河川内に安全に流すた

めのハード対策及び天端舗装などの危機管理型ハード対策の実施
－ － － －

■被害軽減のための迅速かつ的確な水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

58 円滑な水防活動のため橋脚等への簡易水位計・量水標設置 － － －

59
迅速な水防活動及び緊急復旧活動を行う支援の拠点となる防災ス

テーションや大規模な防災拠点整備に向けた検討
－ － －

■河川管理施設の整備等に関する事項

60 ダムの柔軟な運用 － －

具体的取組進捗状況表

34

※R2年度末時点の取組結果（予定含む）を整理したものであるが、進捗状況によって変更の可能性がある


